
雇用保険法第60条の２第１項に規定する厚生労働大臣が指定
する教育訓練の指定基準の一部を改正する告示案の概要
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①特に高度なIT資格の取得を目指す講座の拡充を目指した要件の見直し
情報通信技術に関する資格であって中長期的なキャリア形成に資するもののうち、特に高度な専門的知識及び技術に

関するものとして職業能力開発局長が定める基準に該当するものの取得を訓練の目標とする課程については、当該教育
訓練の期間及び時間が職業能力開発局長が定める要件を満たすものであれば、専門実践教育訓練の指定対象とする。

※職業能力開発局長が定める基準・要件
「ＩＴスキル標準（ITSS）」において「プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立し、自らのスキルを活用することによって、独力で業務上

の課題の発見と解決をリードするレベル」することができることとされている「レベル４相当以上の資格の取得を訓練の目標とする課程」についてはレ
ベル３相当の能力を習得している者が受講者となっている実態にあり、また、高度ＩＴ分野は、専門実践教育訓練給付の支給要件緩和措置（現行10年⇒
３年）を活用し、短時間・高密度の講座を比較的短いインターバルで段階的に受講することがキャリアアップ上有効と考えられる分野であることから、
現行基準上「訓練時間が120時間以上かつ期間が２年以内」としているところ、「訓練時間が30時間以上かつ期間が２年以内」であることが必要とする。
（ITSSレベル４相当以上の資格の例：情報処理安全確保支援士、プロジェクトマネージャ）

②講座の再指定に係る要件の見直し
現行の指定基準では、再指定において「当該教育訓練の前回指定期間に教育訓練給付金の支給実績があること」を要

件としているが、制度開始から年数が浅く浸透の途上であること、「働き方改革」の一環として給付率・上限額の引き
上げと対象講座の拡充を行い、制度活用の拡大を目指す中、受講選択肢を広く確保することが働く方のキャリアアップ
の支援につながることから、当分の間、職業能力開発局長が定める基準を満たすものであれば、支給実績がない場合で
あっても前回指定期間内に当該教育訓練の修了者がいることをもって、再指定を可とする。

※職業能力開発局長が定める基準
新規指定時と同様に、｢就職・在職率：80％以上｣、｢資格試験合格率：全国平均以上｣等の課程類型ごと要件を満たすことを最新の実績に基づき再確認

するとともに、受給者がいないことの要因分析及びこれを踏まえた今後の講座運営の改善方針の提出を求めた上で、再指定を可とする。

専門実践教育訓練指定基準告示の改正案の概要

（参考）指定に係るスケジュール

○平成29年４月中下旬から５月中下旬まで指定希望の申請受付を行い、７月末に平成29年10月指定講座を決定（通知・公表）。

○教育訓練機関が十分に存在しない地方部の者や、育児・介護等のために自宅を離れにくい者等を対象に、通学の不要なｅ－ラーニングの講座により、
多様で質の高い教育訓練の機会を提供する必要があることから、IT技術を用いた適切な方法により受講者の本人確認を行うことを要件として、通学を
伴わないｅ－ラーニングの講座も指定対象とする（一般教育訓練も同様）。

通学を伴わないｅ－ラーニングの講座の指定に当たっては、標準学習期間の設定、受講者の受講状況の確認、学習到達度の把握（ＬＭＳ(Learning 
Management System)等による、学習進捗状況のきめ細かな管理、学習のつまずき・停滞の検知、フォローアップなど）が必要な旨も規定。

上記に加え、職業能力開発局長定めにより、以下の改正を実施
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L
４

プロフェッショナルとしてスキルの専
門分野が確立し、自らのスキルを
活用することによって、独力で業務
上の課題の発見と解決をリードす
るレベル。社内において、プロフェッ
ショナルとして求められる経験の知
識化とその応用（後進育成）に貢献
しており、ハイレベルのプレーヤと
して認められる。【特に高度＝試験
で評価可能な最高ﾚﾍﾞﾙ】

L
３

要求された作業を全て独力で遂行
する。スキルの専門分野確立を目
指し、プロフェッショナルとなるため
に必要な応用的知識・技能を有す
る。【高度】

L
２

上位者の指揮の下に、要求された
作業を担当する。

L
１

情報技術に携わる者に最低限必要
な基礎知識を有する。

＊ＩＴスキル標準Ｖ３ 2011 １部概要編（独立行政法人情報処理推進機構、経済産業省）等を参照し整理したもの

【ITSSのﾚﾍﾞﾙ階層】

ITパスポート試験

情報セキュリティマネジメント試験 基本情報技術者試験

応用情報技術者試験

ｵﾗｸﾙﾏｽﾀｰ
(ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ)

Silver

Gold

Platinum

Bronze

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

ｼｽｺ技術者
認定

CCENT

CCNP

CCIE

CCNA

ﾈｯﾄﾜｰｸ/ｾｷｭ
ﾘﾃｨ等

ﾈｯﾄﾜｰｸ/ｾｷｭ
ﾘﾃｨ等

ITSSのレベル階層と各レベルに対応する主な資格の例

○ ITSSのレベル階層と各レベルに対応する資格の例は以下のとおり。このうち、赤枠で示したITSSレベル4以上の資格
の取得を目標とする課程について、今回の告示改正によって、指定基準が緩和されることとなる。

国家資格 民間資格（例）
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専門実践教育訓練の対象とする教育訓練の
指定基準全体での今回の告示改正の位置づけ

教育訓練等の基準教育訓練等の基準

※１ 養成施設の課程とは
国又は地方公共団体の指定等を受けて実施される課程で、訓練修了
で公的資格取得、公的資格試験の受験資格の取得又は公的資格試
験の一部免除が可能となる課程

※２ 職業実践専門課程とは
専修学校の専門課程のうち、企業等との密接な連携により、 最新の実
務の知識等を身につけられるよう教育課程を編成したものとして文部
科学大臣が認定（平成２６年度～）

※３ 職業実践力育成プログラムとは
大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証
明プログラムのうち、社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門
的なプログラムを文部科学大臣が認定（平成２８年度～）

※４ 一定レベル以上の情報通信技術に関する資格とは
ITスキル標準において、要求された作業を全て独力で遂行することが
できるとされているレベル３相当以上の資格

１．訓練内容の基準 ➀資格等レベル、②講座レベルの２段階で指定の可否を判断。
（１） 業務独占資格又は名称独占資格に係る、いわゆる養成施設の課程 (※１)（期間は、原則１年以上３年以内でかつ取得に必要な
最短期間）
（講座レベル） 受験率、合格率及び就職・在職率の実績からみて当該訓練に十分な効果があると認められるもの

（２） 専門学校の職業実践専門課程 (※２)（期間は、２年）
（講座レベル） 就職・在職率の実績からみて当該訓練に十分な効果があると認められるもの

（３） 専門職大学院 （期間は、２年以内（資格取得につながるものにあっては、３年以内で取得に必要な最短期間））
（講座レベル） 就職・在職率、大学等の認証評価、定員充足率等の実績からみて当該訓練に十分な効果があると認められるもの

（４） 職業実践力育成プログラム (※３)（期間は、正規課程は１年以上２年以内、特別の課程は時間が120時間以上かつ期間が２年
以内）
（講座レベル） 就職・在職率（大学院における正規課程にあっては、就職・在職率の実績、定員充足率の実績）からみて当該訓練
に十分な効果があると認められるもの

（５） 一定レベル以上の情報通信技術に関する資格取得を目標とする課程 （※4）（時間が120時間以上かつ期間が２年以内）
（講座レベル）受験率、合格率及び就職・在職率の実績からみて当該教育訓練に十分な効果があると認められるもの

「レベル４相当以上の資格の取得を訓練の目標とす
る課程」については「訓練時間が30時間以上かつ期
間が２年以内」に指定基準を緩和。
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